
化

ト削減と業務改善が図

推

られた。

　共同セキュ

進

リティ外部監査により

係

、システムの脆弱性を

2

調査し、その結果を反

1

映させるとともに、イ

1

ンターネットへの

接続

1

をあいち情報セキュリティクラウド経由にすることで、適切で効率的かつ高度なセキュリティ対策が図られた。

　あいち自治体クラウドの共同利用システムの有効性や利用団体の業務システムの運用について、継続的に調査、検討を

行う。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 情報セキュリティ外部監査実施サーバ数（台） 20 20 20 20 20
指標

指標
　あいち電子自治体推進協議会の事業であるため比較検証はなし。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 17,042 16,668 15,992 22,453 合計 15,991,592 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 1,936 1,953 1,971 2,836 交付金 15,991,592 円

一般財源 15,106 14,715 14,021 19,617

職員人件費　② 2,700 2,696 1,867 1,883

総事業費（①＋②） 19,742 19,364 17,859 24,336

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 あいち情報セキュリティクラ

Ｄ

ウド負担金

４年度以降

　

の事業費見込 0

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 計画推進

基本施策

和

情報共有
施策体系

施策

２

の内容 電子市役所の推

年

進

目
　
　
　
的

　あいち

度

電子自治体推進協議会

評

において、愛

主
た
る
内

価

容

〇電子申請・届出シ

）

ステムの運用
知県と県

刈

内市町村が共同して電

谷

子自治体への 〇ＬＧＷ

市

ＡＮの運用
効率的な取

事

組を図る。 〇共同セキ

務

ュリティ監査
〇協議会

事

Ｗｅｂ運営
〇あいち情

業

報セキュリティクラウ

評

ドの運用

位
置
づ
け

関連

価

計画  

根拠法令  

対象

シ

者 市民、事業者、県内

ー

市町村（除名古屋市）

ト

事業期間 平成１５年度

（

～

実施方法 ■直営　■

様

委託　□指定管理　□

式

補助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 企

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

画

績

３０年度実績 元年度

財

実績 ２年度実績 ３年度

政

計画

・電子申請・届出

部

システムの ・電子申請

一

・届出システムの ・電

般

子申請・届出システム

会

の ・電子申請・届出シ

計

ステムの
　運用 　運用

愛

　運用 　運用
・ＬＧＷ

知

ＡＮの運用 ・ＬＧＷＡ

県

Ｎの運用 ・ＬＧＷＡＮ

自

の運用 ・ＬＧＷＡＮの

治

運用
・共同セキュリテ

体

ィ監査 ・共同セキュリ

共

ティ監査 ・共同セキュ

同

リティ監査 ・共同セキ

情

ュリティ監査
・協議会

報

Ｗｅｂ運営 ・協議会Ｗ

化

ｅｂ運営 ・協議会Ｗｅ

事

ｂ運営 ・協議会Ｗｅｂ

業

運営
・共同課題研究 ・

担

共同課題研究 ・共同課

当

題研究 ・共同課題研究

課

・あいち情報セキュリ

情

ティク ・あいち情報セ

報

キュリティク ・あいち

シ

情報セキュリティク ・

ス

あいち情報セキュリテ

テ

ィク
　ラウドの運用 　

ム

ラウドの運用 　ラウド

課

の運用 　ラウドの運用

款

　電子申請・届出シス

項

テムの運用、ＬＧＷＡ

目

Ｎアクセス運営により

担

、県域での情報化の推

当

進と住民サービスの質

係

的向上及

成果
び標準化

情

や、システム開発及び

報

維持管理におけるコス



推進係

2 1 11

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

令

　国民の利便性向上を

和

図る行政手続オンライ

３

ン化法が平成 
・法的

年

業務
普通

15年2月3

度

日に施行された。
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

令

需要
・市民生活上必要

和

である　など

　名古屋

２

市を除く市町村で共同

年

開発・運用しているた

度

め本
・コストの節減、

評

費用対効果
普通

市独自

価

執行に比べ、コスト削

）

減や事務の効率化が図

刈

られて
効率性 ・執行体

谷

制の効率性 いる。
・手

市

段の最適性　など

　名

事

古屋市を除く市町村で

務

運用しているが市が主

事

体となっ
・市が主体と

業

なって実施する
普通

て

評

いる。総合計画におい

価

ても電子市役所の推進

シ

に関連する
妥当性 　べ

ー

き事業であるか 内容で

ト

ある。
・総合計画との

（

整合性　など

　電子市

様

役所の実現に情報シス

式

テムの利活用は不可欠

２

であ

施策への ・施策へ

）

の貢献度
普通

り、事務

会

効率化のみならず市民

計

サービスの向上を見据

名

えた
・目標達成度 もの

担

である。
貢献度 ・市民

当

サービスへの効果　な

部

ど

今後の方向性 □拡充

企

　■現状維持　■改善

画

・効率化　□縮小　□

財

終期設定　□休止・廃

政

止

　あいち電子自治体

部

推進協議会において情

一

報システムの共同運用

般

がなされているため継

会

続利用となる。

計
愛知県

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

自

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

治

　
価
　
∨

体共同情報化事業
担当課 情報システム課

款 項 目 担当係 情報化



進

度 元年度 ２年度 ３年度

係

５年度

成果 インターネ

2

ットの停止時間（分）

1

0 0 0 0 0
指標 ※目標

1

停止許容時間 52分

1

以内
成果 ネットワーク

シ

の停止時間（分） 50

ス

5 1,656 11 0 0

テ

指標 ※目標停止許容時

ム

間 2,417分以内

係

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 73,096 54,364 80,908 75,956 合計 80,907,587 円
需用費 254,166 円

財
　
源

特定財源 1,200 1,302 1,200 1,200 役務費 9,341,828 円
委託料 36,890,590 円

一般財源 71,896 53,062 79,708 74,756 使用料及び賃借料
32,092,941 円

職員人件費　② 22,375 17,329 15,679 16,197 備品購入費 2,328,062 円

総事業費（①＋②） 95,471 71,693 96,587 92,153

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 情報システム等管理事業負担
金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

度

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

（

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

令

合計画
分野 計画推進

基

和

本施策 情報共有
施策体

２

系
施策の内容 電子市役

年

所の推進

目
　
　
　
的

　

度

情報システム全般のイ

評

ンフラであるネット

主

価

た
る
内
容

　庁舎、各施

）

設のネットワーク及び

刈

インター
ワークを効率

谷

的に維持管理すること

市

により、 ネット環境の

事

保守管理並びにマルウ

務

ェア、不
全システムの

事

安定稼動を図る。 正侵

業

入に対するセキュリテ

評

ィ対策等を実施す
る。

価

位
置
づ
け

関連計画

根拠

シ

法令

対象者 市職員 事業

ー

期間 平成２３年度 ～

実

ト

施方法 ■直営　■委託

（

　□指定管理　□補助

様

・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

企

０年度実績 元年度実績

画

２年度実績 ３年度計画

財

・ネットワークの運用

政

管理 ・ネットワークの

部

運用管理 ・ネットワー

一

クの運用管理 ・ネット

般

ワークの運用管理
・イ

会

ンターネットの運用管

計

理 ・インターネットの

ネ

運用管理 ・インターネ

ッ

ットの運用管理 ・イン

ト

ターネットの運用管理

ワ

・ネットワーク機器等

ー

の更新 ・未知のマルウ

ク

ェア対策の本 ・インタ

等

ーネット関連サーバ ・

管

統合ファイアーウォー

理

ルの
　格運用 　等の更

事

新 　更新
・本庁会議室

業

の無線ＬＡＮ化 ・本庁

担

舎内無線ＬＡＮ化

　各

当

種情報システム全般の

課

インフラの効率的な維

情

持管理を行うとともに

報

､未知のマルウェア対

シ

策の本格運用により庁

ス

内ネ

成果
ットワークの

テ

セキュリティ対策を強

ム

化することで、より安

課

全な運用を実現し適正

款

な運用管理を行った。

項

　災害に強い各施設の

目

ネットワーク環境整備

担

を検討する。

　インタ

当

ーネットなどの外部か

係

らの新たな脅威に対し

情

、引続き万全な情報セ

報

キュリティ対策を施す

化

。
課題

指標名称（単位

推

）
実績値 目標値

３０年



係

2 1 11 システム係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価

令

の理由

　情報系・住民

和

系の全ての情報システ

３

ムや学校ネットワー
・

年

法的業務
高い

ク等を稼

度

動させるインフラであ

（

るため必要不可欠であ

令

る。
必要性 ・市民ニー

和

ズ、社会需要
・市民生

２

活上必要である　など

年

　行政事務や市民サー

度

ビスの効率化を高めな

評

がらコストの
・コスト

価

の節減、費用対効果
普

）

通
節減を目指すため、

刈

全てのシステムを総合

谷

的な視点からの
効率性

市

・執行体制の効率性 見

事

直しを進めている。
・

務

手段の最適性　など

　

事

行政全体の情報を扱う

業

事業であり、市が主体

評

となって実
・市が主体

価

となって実施する
普通

シ

施すべきである。総合

ー

計画においても電子市

ト

役所の推進に
妥当性 　

（

べき事業であるか 関連

様

する内容である。
・総

式

合計画との整合性　な

２

ど

　電子市役所の実現

）

に情報システムのイン

会

フラであるネッ

施策へ

計

の ・施策への貢献度
普

名

通
トワーク利活用は不

担

可欠であり、事務効率

当

化のみならず市
・目標

部

達成度 民サービスの向

企

上を見据えたものであ

画

る。
貢献度 ・市民サー

財

ビスへの効果　など

今

政

後の方向性 □拡充　■

部

現状維持　■改善・効

一

率化　□縮小　□終期

般

設定　□休止・廃止

　

会

情報系及び住民系の全

計

ての情報システムや学

ネ

校ネットワーク等を稼

ッ

動させるための需要な

ト

インフラであるためネ

ワ

ッ
トワークの活用は不

ー

可欠である。

ク等管理

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

事

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

業

価
　
∨

担当課 情報システム課

款 項 目 担当係 情報化推進



2

実績値 目標値

３０年度

1

元年度 ２年度 ３年度 ５

1

年度

活動 情報共有基盤

1

システムを利用したシステム連携運用 17 18 19 19 19
指標 （業務）

指標
　市独自の事業である。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 50,000 46,649 41,327 0 合計 41,327,000 円
委託料 41,327,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 50,000 46,649 41,327 0

職員人件費　② 19,675 15,018 11,946 0

総事業費（①＋②） 69,675 61,667 53,273 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 計画

令

推進

基本施策 情報共有

和

施策体系
施策の内容 電

２

子市役所の推進

目
　
　

年

　
的

　基幹情報システ

度

ムを再構築し、情報共

評

有基

主
た
る
内
容

○業務

価

システム間連携や番号

）

制度による情報
盤シス

刈

テム等を整備すること

谷

により、今後の 　連携

市

を行う情報共有基盤の

事

整備
システム調達及び

務

運用における効率化を

事

図る｡ ○基幹システム

業

再構築の計画、実施

位

評

置
づ
け

関連計画

根拠法

価

令

対象者 市職員 事業期

シ

間 平成２５年度 ～ 令和

ー

２年度

実施方法 ■直営

ト

　■委託　□指定管理

（

　□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

３０年度実績 元

企

年度実績 ２年度実績 ３

画

年度計画

・情報共有基

財

盤システム運用 ・情報

政

共有基盤システム運用

部

・情報共有基盤システ

一

ム運用 ・情報共有基盤

般

システム運用
・番号制

会

度対応（情報連携、 ・

計

番号制度対応（情報連

シ

携、 ・番号制度対応（

ス

情報連携、 ・番号制度

テ

対応（情報連携、
　マ

ム

イナポータル等） 　マ

基

イナポータル等） 　マ

盤

イナポータル等） 　マ

整

イナポータル等）
・税

備

収納システム調達支援

事

・税収納システム開発

業

支援 ・税収納システム

担

開発支援 ※システム等

当

管理事業に移行
・住民

課

記録システム調達及び

情

・住民記録システム開

報

発支援 ・固定資産税シ

シ

ステム更新
　開発支援

ス

・後期高齢者医療保険

テ

システ
・国民健康保険

ム

システム更新 　ム更新

課

　情報共有基盤システ

款

ムの運用を効率的に進

項

めることができた。

成

目

果
　個人番号利用事務

担

該当システムにおいて

当

、情報連携を適切に運

係

用することができた。

シ

　業務システムの更新

ス

に応じて、情報共有基

テ

盤システムを運用管理

ム

していく必要がある。

係

課題

指標名称（単位）



1 11

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　住民情

令

報を利用する業務に直

和

結しており必要不可欠

３

であ
・法的業務

普通
る

年

。
必要性 ・市民ニーズ

度

、社会需要
・市民生活

（

上必要である　など

　

令

長期的、総合的なコス

和

トの節減を目指すため

２

、連携する
・コストの

年

節減、費用対効果
普通

度

他のシステムも含めた

評

全体的な視点からの見

価

直しを進めて
効率性 ・

）

執行体制の効率性 いる

刈

。
・手段の最適性　な

谷

ど

　市民の個人情報を

市

扱う事業であり、市が

事

主体となって実
・市が

務

主体となって実施する

事

普通
施すべきである。

業

総合計画においても電

評

子市役所の推進に
妥当

価

性 　べき事業であるか

シ

関連する内容である。

ー

・総合計画との整合性

ト

　など

　電子市役所の

（

実現に情報システムの

様

利活用は不可欠であ

施

式

策への ・施策への貢献

２

度
普通

り、事務効率化

）

のみならず市民サービ

会

スの向上を見据えた
・

計

目標達成度 全体システ

名

ム管理が必要である。

担

貢献度 ・市民サービス

当

への効果　など

今後の

部

方向性 □拡充　■現状

企

維持　■改善・効率化

画

　□縮小　□終期設定

財

　□休止・廃止

　新規

政

システムは基盤システ

部

ム上において構築する

一

。データ連携基盤等は

般

その都度対応していく

会

必要がある。同時に
サ

計

ーバ、端末等インフラ

シ

面における集約、効率

ス

化を進める。

テム基盤

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

整

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

備

価
　
∨

事業
担当課 情報システム課

款 項 目 担当係 システム係

2



2

（決算） （予算） 事業

1

費内訳

事業費　① 0 0

1

7,297 8,337

1

合計 7,297,320 円
需用費 20,240 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 1,404,620 円
使用料及び賃借料

一般財源 0 0 7,297 8,337 3,175,260 円
備品購入費 2,697,200 円

職員人件費　② 0 0 8,586 14,690

総事業費（①＋②） 0 0 15,883 23,027

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 計画

令

推進

基本施策 情報共有

和

施策体系
施策の内容 電

２

子市役所の推進

目
　
　

年

　
的

　新しい情報技術

度

の活用を図ることで、

評

迅速

主
た
る
内
容

　ＲＰ

価

Ａ、ＡＩ－ＯＣＲ等の

）

新しい情報技術
で的確

刈

な行政サービスと業務

谷

の効率化を推進 の導入

市

及び運用管理を行う。

事

する。

位
置
づ
け

関連計

務

画

根拠法令

対象者 事業

事

期間 令和２年度 ～

実施

業

方法 ■直営　□委託　

評

□指定管理　□補助・

価

助成　□その他

シート （様式１）

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

３０

計

年度実績 元年度実績 ２

名

年度実績 ３年度計画

　

担

　 ・ＡＩ－ＯＣＲの導

当

入 ・ＡＩ－ＯＣＲの運

部

用管理
　 　 ・ＲＰＡの

企

導入 ・ＲＰＡの運用管

画

理
　 　 ・ＡＩチャット

財

ボットの導入 ・テレワ

政

ーク環境の整備
　 　
　

部

　　――――――― 　

一

　　―――――――

　

般

ＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰＡ

会

などの新しい情報技術

計

の導入を図り、業務の

Ｉ

効率化を推進した。

成

Ｃ

果

　効果的に業務の効

Ｔ

率化を推進するために

活

、最新技術の動向の調

用

査し費用対効果の高い

推

方法を検討する必要が

進

ある｡また､

新たに導

事

入した技術の利用方法

業

を周知し、利用促進を

担

図っていく必要がある

当

。
課題

指標名称（単位

課

）
実績値 目標値

３０年

情

度 元年度 ２年度 ３年度

報

５年度

活動 ＡＩ－ＯＣ

シ

Ｒの実施業務（件） ―

ス

― 10 15 25
指標
活

テ

動 ＲＰＡの導入業務（

ム

件） ― ― 6 16 36
指

課

標

他市との
比較検証

款 項 目 担当係 情報化

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

推

ト

単位：千円
３０年度

進

元年度 ２年度 ３年度 ２

係

年度

（決算） （決算）



1 11

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　技術の

令

発達により効率化が進

和

展しており、時代の変

３

化に
・法的業務

普通
対

年

応した行政運営を実施

度

する上に必要不可欠で

（

ある。
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要
・市民

和

生活上必要である　な

２

ど

　行政事務や市民サ

年

ービスの効率化を高め

度

ながらコストの
・コス

評

トの節減、費用対効果

価

普通
節減を目指すため

）

、全てのシステムを総

刈

合的な視点からの
効率

谷

性 ・執行体制の効率性

市

見直しを進めている。

事

・手段の最適性　など

務

　行政全体の情報を扱

事

う事業であり、市が主

業

体となって実
・市が主

評

体となって実施する
普

価

通
施すべきである。総

シ

合計画においても電子

ー

市役所の推進に
妥当性

ト

　べき事業であるか 関

（

連する内容である。
・

様

総合計画との整合性　

式

など

　電子市役所の実

２

現に情報システムの利

）

活用は不可欠であ

施策

会

への ・施策への貢献度

計

普通
り、事務効率化の

名

みならず市民サービス

担

の向上を見据えた
・目

当

標達成度 ものである。

部

貢献度 ・市民サービス

企

への効果　など

今後の

画

方向性 □拡充　■現状

財

維持　■改善・効率化

政

　□縮小　□終期設定

部

　□休止・廃止

　市民

一

の利便性の向上、行政

般

運営の効率化の向上に

会

はデジタル技術の活用

計

は不可欠である。

ＩＣＴ活

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

用

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

推

評
　
価
　
∨

進事業
担当課 情報システム課

款 項 目 担当係 情報化推進係

2



1 11

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 162,096 181,888 178,668 164,908 合計 178,668,118 円
需用費 730,400 円

財
　
源

特定財源 0 3,034 4,556 1,759 役務費 1,692,790 円
委託料 51,568,373 円

一般財源 162,096 178,854 174,112 163,149 使用料及び賃借料
116,818,555 円

職員人件費　② 23,532 28,496 28,745 32,770 負担金、補助及び
交付金 7,858,000 円

総事業費（①＋②） 185,628 210,384 207,413 197,678

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 社会保障・税番号制度システ
ム整備費補助金（国）

４年度以降の事業費見込 0 情報システム等管理事業負担
金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 計画推

令

進

基本施策 情報共有
施

和

策体系
施策の内容 電子

２

市役所の推進

目
　
　
　

年

的

　情報処理業務を安

度

全かつ迅速、効率的に

評

遂

主
た
る
内
容

　電子計

価

算機とその周辺機器の

）

運用管理、保
行するこ

刈

とにより、業務システ

谷

ムの安定稼動 守管理及

市

び業務データの保管等

事

を行う。
を図る。

位
置

務

づ
け

関連計画  

根拠法

事

令  

対象者 市職員 事業

業

期間 昭和４２年度 ～

実

評

施方法 ■直営　■委託

価

　□指定管理　□補助

シ

・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

名

０年度実績 元年度実績

担

２年度実績 ３年度計画

当

・ホストコンピュータ

部

運用管 ・ホストコンピ

企

ュータ運用管 ・ホスト

画

コンピュータ運用管 ・

財

情報共有基盤システム

政

運用
  理   理   

部

理 　管理
・サーバ、デ

一

ータ管理 ・サーバ、デ

般

ータ管理 ・サーバ、デ

会

ータ管理 ・サーバ、デ

計

ータ管理
・番号制度対

シ

応作業 ・番号制度対応

ス

作業 ・番号制度対応作

テ

業 ・番号制度対応（情

ム

報連携、
・セキュリテ

等

ィ強化対応 ・セキュリ

管

ティ強化対応 ・セキュ

理

リティ強化対応 　マイ

事

ナポータル等）
・改元

業

対応作業 ・改元対応作

担

業 ・セキュリティ強化

当

対応
・仮想化基盤サー

課

バ更新

　ホストコンピ

情

ュータの運用管理を適

報

切に実施できた。

成果

シ

　仮想化基盤サーバの

ス

運用を推進し、情報シ

テ

ステムの有効活用及び

ム

セキュリティの強化を

課

図ることができた。

　

款

業務システムの更新に

項

応じて、情報共有基盤

目

システムを拡充、管理

担

していく必要がある。

当

課題

指標名称（単位）

係

実績値 目標値

３０年度

シ

元年度 ２年度 ３年度 ５

ス

年度

 
指標

 
指標

　市

テ

独自の事業である。
他

ム

市との
比較検証

係

2



1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 102,336 124,838 85,799 93,659 合計 85,799,264 円
需用費 1,333,345 円

財
　
源

特定財源 8,726 6,621 5,749 9,181 役務費 271,000 円
委託料 27,337,327 円

一般財源 93,610 118,217 80,050 84,478 使用料及び賃借料
56,857,592 円

職員人件費　② 19,289 21,950 14,559 14,690

総事業費（①＋②） 121,625 146,788 100,358 108,349

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 市町村振興協会新宝くじ交付
金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 計画推進

基

令

本施策 情報共有
施策体

和

系
施策の内容 電子市役

２

所の推進

目
　
　
　
的

　

年

情報系ネットワーク内

度

のパソコンや各シス

主

評

た
る
内
容

　グループウ

価

ェアシステム、財務会

）

計システ
テム等の情報

刈

機器を管理又は導入す

谷

ることに ム、内部事務

市

支援システム、統合型

事

ＧＩＳ、
より、行政事

務

務の合理化や効率化を

事

図る。 ファイルサーバ

業

等各システムの保守管

評

理を行
う。

位
置
づ
け

関

価

連計画  

根拠法令  

対

シ

象者 市職員、市民、事

ー

業者 事業期間 平成１８

ト

年度 ～

実施方法 ■直営

（

　■委託　□指定管理

様

　□補助・助成　□そ

式

の他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　

企

実
　
績

３０年度実績 元

画

年度実績 ２年度実績 ３

財

年度計画

・各種システ

政

ムの運用管理 ・各種シ

部

ステムの運用管理 ・各

一

種システムの運用管理

般

・各種システムの運用

会

管理
・ＷＳＵＳサーバ

計

の構築 ・グループウェ

Ｏ

ア更新 ・大容量ファイ

Ａ

ル転送サービ ・ＷＳＵ

管

Ｓサーバの更新
・内部

理

事務支援システム更新

事

　スの導入
・統合型Ｇ

業

ＩＳ更新

　グループウ

担

ェアパソコン、ファイ

当

ルサーバ、財務会計シ

課

ステム、統合型ＧＩＳ

情

､インターネットなど

報

のシステムにより､

成

シ

果
内部事務の合理化や

ス

効率化が図られた。

　

テ

業務全体を対象として

ム

効率や生産性を改善す

課

るため、業務全体を全

款

面的に見直し、長期的

項

なシステム最適化計画

目

を継続

的に策定する必

担

要がある。
課題

指標名

当

称（単位）
実績値 目標

係

値

３０年度 元年度 ２年

情

度 ３年度 ５年度

 
指標

報

 
指標

 
他市との
比較

化

検証

推進係

2 1 1


